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要　約
　本研究の目的は、高校中退しそうになった生徒への社会的自立の支援事例を通
して、①高校中退における指示的予防を進める上で効果的なスクールカウンセ
ラーとスクールソーシャルワーカーの連携、②中退のセーフティネットが機能す
る上での重要な関わりについて検討することであった。まず、入学直後からの学
習のつまずきと不登校に対して、スクールカウンセラーによるアセスメントと学
校適応支援が行われた。それにより、登校状況は改善したものの学習面での不適
応は改善せず、生徒自身が中退を決意した。その後は、スクールソーシャルワー
カーが中心となり、外部機関との連携による中退のセーフティネットを整備し、
生徒を社会的自立へとつなげた。最後に、効果的な連携や中退のセーフティネッ
トについて考察した。
キーワード： 高校中退、指示的予防、中退のセーフティネット、スクールカウン
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問題と目的
　近年、本邦における高等学校（以下、高校と略記）の中途退学（以下、中退と略記）が
大きな社会問題となっている。平成28年度、高校を中退した生徒は全国で約 5万人に上り、
全生徒に占める中退者の割合は1.4％であった（文部科学省、2017）。この数値は平成24年
度以降は大きく変動せず、毎年のように 5万人前後の生徒が高校を中退しているのが現状
である。では、高校を中退する 5万人前後の生徒たちは、その後どういった生活を送って
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いるのだろうか。これについて、数年ごとに独自に調査を行っている自治体がある。たと
えば、東京都教育委員会（2013）が都立高校を中退した生徒に対して実施した調査によれ
ば、中退した翌年であっても約半数の中退者がフリーターやニートといった「社会的弱者」
の立場から抜け出せずにいた。このときの調査の回収率が20.4％であったことを勘案すれ
ば、実際に社会的弱者であった中退者の割合はさらに高いことが予想され、高校中退と若
者の貧困問題は密接な関係にあることがわかる。
　このような社会的な問題に対処するために、本邦では現在、心理職であるスクールカウ
ンセラー（以下、SCと略記）や福祉職であるスクールソーシャルワーカー（以下、SSW
と略記）といった専門職が学校現場に配置されている。しかしながら、学校現場では SC
と SSWがうまく機能できていないという指摘がなされている（たとえば大橋・今野、
2011）。さらに、SCと SSWの関わり方が似通ってしまっているとの指摘もあり（たとえ
ば野田、2008）、それぞれの専門性をどのように学校現場で活かしたらよいかが、学校臨
床における課題となっている。
　一方で、高校中退問題に対処していくには、こうした専門職が中心となりながら、高校
中退を未然に防ぐ予防的介入を行っていくことが不可欠と考えられる。小栗（2014）は高
校中退予防における予防的介入を三段階に分類し、「 1）普遍的予防とは、全ての生徒を
対象とする介入であり、学習スキルや対人関係スキルに関する授業を言う。 2）選択的予
防とは、欠席や問題行動といった中退の兆候は示していないものの、スクリーニング・テ
ストにおいて高リスク群と判断された生徒に対して行う、個別の支援や日常生活での配慮
を言う。 3）指示的予防とは、中退には至っていないものの、不登校、いじめ、障害、非
行など、中退に至る兆候を示している生徒に対して行う、個別の支援のことを言う」と定
義している。このように高校中退予防を段階的に定義した場合、先行研究が普遍的予防に
関するものに集中しており（たとえば深谷・丸山、2010；Freeman et al.、 2015; 小栗、
2015、2017、2018；小栗・大橋、2018；Thompson、 Eggert、Randell、 & Pike、 2001など）、
選択的予防や指示的予防に関する研究がほとんど見当たらず、両者に関する知見の蓄積が
喫緊の課題であると言える。
　ところで、高校中退に関する指示的予防についての数少ない先行研究に小栗・工藤（印
刷中）のものがある。その中では、キャリア支援を「進学や就労といった社会的自立に向
けたプロセスの支援」と定義し、高校中退の指示的予防において重要な概念として位置づ
けている。高校はそれまでの義務教育とは大きく異なり、高校を中退あるいは卒業したら
社会的自立が求められる。そのため、それを目指したキャリア支援が重要となってくるの
である。小栗・工藤（印刷中）では、そうした社会的自立を目指してキャリア支援、特に
就労支援を行った事例について報告している。そして、就労支援を目的ごとに分類し、「中
退のセーフティネット」「進路未定時のセーフティネット」「離職時のセーフティネット」
124
作大論集　第 9号　2019年 3月
に分類できると考察している。しかし、小栗・工藤（印刷中）ではそれらのセーフティネッ
トを整えつつも、事例の生徒が最終的に卒業や就労へとつながったため、整えたセーフ
ティネットがいざというときに機能するものなのかは、検証されていない。
　以上のことを踏まえ、本研究では高校中退の指示的予防を通した中退のセーフティネッ
トにより、中退後に社会的自立を達成した事例について報告する。そして、①高校中退に
おける指示的予防を進める上で効果的な SCと SSWの連携、②中退のセーフティネット
が機能する上で重要となってくる関わりについて検討することを、本研究の目的とする。
本事例では、高校入学後に不登校状態となった生徒に対し、SCが中心となった学校適応
支援や、SSWが中心となった就労支援といった指示的予防を行った。そして、残念なが
ら中退に至ってしまったものの、それまでに整備した中退のセーフティネットにより社会
的自立を達成している。したがって、本事例は高校中退の指示的予防、SCと SSWの連携、
就労支援や社会的自立について検討する上で、最適の事例であると判断した。
事例の概要
対象
　16歳の男子高校生 Aの事例である。本事例は Aが B高校夜間定時制課程に入学してか
ら中退するまでの 1年間の支援過程である。Aは 1学年の 1学期中間考査で多くの赤点を
取った。また、同じ時期から学校を休むことが多くなっていった。こうした中退の兆候に
対する個別的な早期支援は、高校中退の指示的予防に位置づけられる。
　なお、学術目的での事例の公開やその手段ついて、Aおよび保護者に説明を行い、研究
同意書に Aと保護者から署名・捺印を得た。ただし、Aのプライバシー保護の観点から、
事例の記載にあたっては個人が特定されないよう配慮し、本質を損なわない範囲で内容の
改変を行った。
家族構成と生育歴
　Aの家族構成は父親、父方の祖父、祖母、伯母の 5人家族である。父親は夜間の仕事で
あり、朝方に帰宅をして睡眠を取り、夕方ごろに再び出勤するという生活であった。両親
は Aが中学生のときに離婚しており、姉と妹は母親と一緒に暮らしている。母親や姉妹
との交流はあり、月に 1回程度、Aを含めて 4人で食事等をしていた。
　小学校のころから学習面での適応が難しく、小学校高学年時に通常学級から同校内に
あった特別支援学級に転籍した。このころから学校を欠席する傾向にあり、年間の出席日
数のうち半分ぐらいが欠席であった。その後、Aや保護者の要望もあり、中学校では再び
通常学級へ転籍したが、不登校の状態が続いた。不登校の時期は特定の友人と外出するな
ど、家の外に出ることはできていた。学習は全くしておらず、空いている時間はゲームや
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インターネットをしながら過ごしていた。高校進学の意志はあり、B高校の入試を経て、
入学となった。
B高校の概要と著者らの関わり
　首都圏に位置する B高校には全日制課程と夜間定時制課程がある。Aが入学した夜間
定時制課程は学年制であり、4学年まである。各学年 1 クラスで編成されている。入学し
てくる生徒の半数以上が中学生のときに不登校を経験している。また、発達面での偏りを
抱えていると思われる生徒も多い。中退者は 1学年が最も多く、1年生の約 2割の生徒が
中退する。中退の理由は欠課時数の超過や成績不振によるものが多い。こうした状況の中
で、B高校には SCと SSWが配置されている。
　筆頭著者は X年度より B高校に SCとして関わり始めた。SCの勤務は週 1日（1日 5
時間50分、年間45日）である。Aが B高校を休み始めた当初から本人面接やアセスメン
トを担当した。
　第二著者は X-2年度より B高校に SSWとして関わり始めた。SSWの勤務は週 3日（1
日 6時間、年間135日）である。SCよりも勤務日数が多いことから、SCが不在のときの
校内支援を担当するとともに、外部機関との連携が始まってからは、そのコーディネー
ターを担当した。
事例の経過
【第Ⅰ期（X年 7月～ 8月）】：入学後の学習のつまずきと SCによるアセスメントを実施
した時期
　入学後しばらくは順調に登校していたが、1学期の中間考査において、多くの科目で赤
点を取ってしまった。時期を同じくして学校を欠席することが増えたことから、X年 7月
初旬に SCが Aと面接をすることとなった。面接の中では、学習に対する回避感情や、登
校の際の身体症状（腹痛）が語られた。学習の苦手意識は非常に強く、「小学校 2年の
九九のころから、勉強がきつかった」と話した。
　Aの認知特性に配慮した校内支援体制を整えるために、SCから Aおよび保護者に知能
検査（WISC-IV）の実施を提案した。両者の承諾が得られたことから夏季休業中に SCが
検査を実施した。その結果、全検査 IQは83であった。しかし、言語理解と処理速度が70台、
ワーキングメモリーが110台というように、個人内差は非常に大きく、通常の授業の中で
は実力を発揮しにくい状況にあると考えられた。特に処理速度の遅さは、授業のノートテ
イクで大きな障壁となっており、授業中に板書は写しきれていなかった。また、友達に
ノートを借りて写すほど学習に対するモチベーションも高くなかったため、教員からは
「怠け」と見られてしまう傾向があった。
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　さらに、Aの処理速度の遅さは赤点課題を遂行する上でも障壁となっていた。B高校に
おいて、赤点課題は基本的に「何回も写す」課題がよく出される。これ自体は「努力さえ
すれば何とかなる」という点で、学業不振の生徒に対する配慮であったが、一方で Aの
場合はその「写す」作業に最も困難を抱えており、他の生徒の数倍の時間と努力を要した。 
　腹痛については、生活リズムと食生活が関連していると考えられた。父親が夜に不在で
あったり、B高校が夜間であることもあり、明け方に寝て昼ごろに起床するという生活を
送っていた。また、登校した日の夕食は B高校の給食だが、それ以外の食事は不規則で、
ほとんどがコンビニ弁当であった。さらに、Aはエナジードリンクを好んで飲んでおり、
炭酸やカフェインといった刺激物を多く摂取する傾向にあった。
　検査およびアセスメント結果について、Aには学習面と生活面で支援が必要であると判
断し、職員集会で SCから教員に説明した。そして、その後は SCが中心となって学校適
応支援を実施していくこととなった。
【第Ⅱ期（X年 9月～12月）】：SCが中心となって学校適応支援を実施した時期
　学習面での支援は、夏季休業中に出された赤点課題の遂行を中心とし、SCが出校する
日の始業前の時間に実施した。赤点課題の多くは「同じものを何度も書き写す」ものであっ
たが、すでに述べたように Aは書字速度が非常に遅かった。そこで、視写が少しでも速
くなるよう、夏季休業中に実施したアセスメントの結果を基に、Aの特性に配慮した教材
を SCが作成し、それを用いて課題を遂行していった。具体的には、①試写するときの見
本の拡大印刷、②見本の空欄を前もって穴埋めする、③見本をコピーして「写す場所」の
なるべく近くに置く、という三点である。②については、赤点課題として定期考査の「問
題と解答を○回ずつノートに写す」というものが、いくつかの科目で課されていたが、A
は問題用紙と解答を見比べながらノートに写していたため、余計に時間がかかっていた。
そこで、予め問題用紙の空欄に解答を写し、問題用紙のみを見ながら写すようにしたとこ
ろ、写すのに要する時間が少し短縮された。具体的に、たとえば家庭科ではプリント1/4
を写すのに 5 分11秒かかっていた
が、同じ個所を②の方法で写したと
ころ 4分40秒に短縮された。③につ
いて、Figure1のように、教科書を
写す際は写すページをコピーし、一
行写すごとにプリントを一行分折っ
た。このように、書き込んでいる個
所の傍に、常に見本が来るようにし
たところ、視写する速度が少し向上
した。具体的には、英語の教科書の Figure 1　教科書のコピーと写し方
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写しで、通常の見本で11分56秒かかった個所が、③の方法を用いることで 9分30秒に短縮
された。
　生活面の支援では、生活リズムと食べた物の記録から始めた。すでに述べたように、A
の身体症状の一因は生活リズムおよび食事と考えられ、まずはその詳細を把握するため
に、日々の記録を取るようにSCより指示した。腹痛をどうにかしたいというモチベーショ
ンは高く、Aは忘れることなく記録してきた。Figure2は実際に Aが記録してきたものの
一部であるが、左から日付、時間、食事の内容となっている。また、腹痛により腹を下し
たときには、それも記録しておくよう指示した。記録を見てみると、揚げ物とカフェイン
を含んだ刺激物が大半を占めていることがわかる。さらに、食事の時間も不規則であった。
これらの記録をもとに、SCとの面接で少しずつ改善を目指した。まず話し合ったのが、「コ
ンビニで買えるお腹に優しい食品」である。Aの場合、1学期中から腹痛が頻発していた
ため、B高校の教員からしばしば「お腹に優しい物を食べるように」と指導を受けていた。
しかしながら、その指導の結果が Figure2の食事であり、改めて Aに聞いてみると「お腹
に優しい食べ物がどういうものかわからない」とのことであった。アセスメントの結果、
Aの言語能力が平均よりも低いことが明らかになり、その特性に適した指導が必要と考え
られた。そこで、料理のできない Aでも食事の用意ができるよう、コンビニで購入でき
る消化のよい食べ物、特に準備が簡単な冷凍食品のリストアップを SCと一緒に行った。
また、たまに食事の用意をしてくれる伯母に、もし食事の用意をしてくれる機会があった
ら、消化のよいものにしてくれるよう Aから依頼した。その後、Aは自分で食事を買う
ときにはリストの中から選んで買い、伯母はうどんやパスタといった比較的消化のよい食
事を用意してくれるようになった。
　こうした学校適応支援の結果、2学期以降は Aの身体症状が次第に消え、それに伴って
Figure 2　食べた物の記録
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登校が安定した。しかしながら、1学期の赤点課題が全て終わる前に、2学期の定期考査
の赤点課題が新たに追加され、それらをやり遂げられないまま 3学期に入った。そして、
原級留置の可能性が高くなった時点で、A自身が X年度末に中退することを決意した。
【第Ⅲ期（X+1年 1月～ 3月）】：外部機関との連携により就労支援を実施した時期
　Aが中退した場合、能力やモチベーションの低さ、そして援助資源の少なさから、自力
で仕事を探し、職に就くことは困難であろうと予想され、社会的弱者に陥る危険性が大き
いと考えられた。そのため、B高校では Aが中退する前に外部機関につなげることで、A
の中退後すぐに福祉的支援を受けることを視野に入れた。
　まず、第Ⅰ期に実施したアセスメントの結果を踏まえて、精神障害者保健福祉手帳（以
下、手帳と略記）の取得を視野に入れた。アセスメントの結果、Aの言語能力が低いこと
や発達の偏りが大きいことなどが明らかとなっており、医療機関において発達障害の診断
が出る可能性が大きいと考えられたからである。そして、その手帳を活用して福祉就労を
目指すため、それを支援してくれる外部機関と連携していくこととなった。
　この辺りの流れについて、B高校内で検討し、管理職の了解を得てから、SSWが中心
となって進めていくことが決まった。SSWは父親と Aに対して、手帳の取得と、それを
活かした就労支援について説明し、了承を得た。そして、手帳取得のためには医師による
診断が必要となるため、父親と Aに医療機関を紹介し、受診へとつなげた。この際、校
内で Aの能力面のアセスメントを行った SCが医療機関に情報提供書を作成した。
　次に、Aが B高校を中退した後に、B高校から Aの就労支援のバトンを引き継いでく
れる外部機関との連携を模索した。なぜなら、手帳の取得には初診日から 6ヵ月以上経過
している必要があり、Aの場合は手帳の取得までに中退、つまり B高校からの支援を受
けられなくなってしまうことが決まっていたからである。そこで、SSWが B高校近隣で
障害者の就労に関して支援を行っている社会資源を探したところ、障害者就業・生活支援
センター（以下、センターと略記）があることがわかり、そこに B高校中退後の Aの就
労支援を打診した。その結果、Aの B高校在籍中から、センターと B高校で連携しなが
ら支援を行い、自然な形で支援をセンターに移譲していくこととなった。センターとの連
携が始まると、福祉就労を目標としていくつかの就労継続支援 B型事業所（以下、事業
所と略記）の見学や実習が行われた。その様子を踏まえて A、父親、担任、SSW、センター
でカンファレンスを行い、Aに適切と考えられる事業所を検討した。そして、最終的に農
作業を主に行っている事業所を Aが希望した。実際には手帳を取得できてからの利用が
原則であるが、すでに Aが手帳の取得を前提に医療機関に受診していることもあり、セ
ンターが事業所に Aの利用について働きかけてくれた。そうして、Aが B高校を中退す
る直前から事業所の利用を開始し、切れ目ない支援を実現したところで本事例は終結と
なった。
129
Sakushin Gakuin University Bulletin No.9 2019.3
高校中退の指示的予防を通した社会的自立の支援
考　察
SCと SSWそれぞれの専門性を活かした指示的予防
　Aの事例について、SCと SSWは各々の専門性を活かして連携した。校内支援において、
SCは Aの学習面での適応と登校支援を目的としたアセスメント、それに基づいた学習面
の支援、生活面での心理教育といった支援を行った。Aの場合は赤点課題が出されてから
欠席するようになったため、校内でも「怠け」といった見方が多かった。そこで、SCが
アセスメントの結果、つまりエビデンスに基づいて「Aは特別な支援を要する生徒である」
という視点を校内および保護者と共有することで、Aに対する「リフレーミング」を促し
た。リフレーミングとは「物事の新しい見方を提供する」ことであり（浅井、2016）、スクー
ルカウンセリングにおいてしばしば使われる技法である。このとき、SCよりも勤務日数
の多い SSWは SCと教員のつなぎの役割を果たした。野田（2008）は SCと SSWの連携
について、「『つなぐ』ということにより責任をもつべき SSWが積極的に、つなぎ、つな
がる役割」を果たすことを期待しているが、本実践ではまさに SSWがそうした「つなぎ」
の役割を果たしたと言える。
　こうしたアセスメントの重要性について、野田（2016）は「正確なアセスメントが行わ
れてこそ、それぞれの強みが発揮される」としており、SCと SSWがアセスメントの結果
を共有したことが、その後の連携を円滑に進めた一つの要因になったと考えられる。また、
生活面における支援では、生態学的なアセスメントから、Aの置かれている状況に即した
支援として「コンビニで買える消化がよい食品」の検討が効果的だったと考えられる。A
の食事については、それまでも度々教員から指導されていたが、効果が見られなかった。
これは、Aにとって実行不可能な助言であったからだと考えられる。しかしながら、Aの
家庭環境や言語能力面に配慮した支援を提案したり、伯母という「環境」に働きかけるこ
とで、B高校の提案した支援が実行され、その後の身体症状の改善につながったと考えら
れる。
　学習支援については、山野・三沢（2016）は「貧困を社会の問題として、家庭の力を補
うため、スタートラインの格差是正のためにも学習支援を行う意義は大きい」と、その重
要性を指摘している。さらに、和田（2008）は特別支援教育における専門的な知識や技能
をもった SSWが活躍することが期待されるとしているが、特別支援教育の視点を活かし
た学習支援は、制度面に精通した SSWと支援内容に精通した SCが連携することで、よ
り効果を発揮すると考えられる。
中退のセーフティネットとしての外部機関連携
　本事例のように、高校中退後のことを想定した外部機関連携について報告した先行研究
は、筆者の知る限りではほとんど見当たらない。小栗・工藤（印刷中）ではこうした外部
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機関との連携を「中退のセーフティネット」と呼び、「中退してしまったときの受け皿に
なる外部機関と連携することは生徒の社会的な孤立を防ぐ意味で重要な視点である」と指
摘している。さらに、その中では「中退のセーフティネット」以外に、「進路未定時のセー
フティネット」「離職時のセーフティネット」を目的とした外部機関との連携が提唱され
ているが、実際にそうした場面で想定したセーフティネットが機能するのかは、今後の課
題として指摘されるに留まっている。
　本事例では、Aの中退が濃厚となった時点で、中退のセーフティネットを目的として医
療機関やセンターとの連携を開始している。特に、センターとの連携においては、B高校
が Aの中退後の就労支援を継続的にしてほしいという目的をもっていることを共有する
ことで、円滑な支援の移譲が可能となった。たとえば、事業所の利用開始の際、Aは手帳
を取得できていなかったものの、取得見込みであることを事業所に説明し、B高校在籍中
から Aが事業所を利用できるようセンターが取り計らってくれた。小栗・工藤（印刷中）
は中退のセーフティネットに関して、在籍中から次の支援先に通い始めることで、新たな
居場所にソフトランディングすることの重要性を指摘しているが、本事例では連携の目的
を共有することによって、それが達成されたと考えられる。
高校中退予防における社会的自立という視点
　学習面での不振から中退となってしまった点には課題が残るが、「次につながる中退」
ができたという意味では、本事例は高校中退予防に新たな視点を提供できるものであると
考える。東京都教育委員会（2013）の調査にもあるように、中退した生徒の多くはその後
も「フリーター」あるいは「ニート」といった「社会的弱者」の立場から抜け出せないこ
とが明らかになっている。しかしながら、Aの場合は SCと SSWが連携することで出口
整備、いわゆる就労支援を行いながら外部機関に支援のバトンを渡すことができた。貴戸
（2004）は、不登校の問題を将来的な人間関係からの孤立や社会集団からの疎外にあると
考え、必要なのは「社会的自立」という観点に立った支援であると指摘している。高校中
退においても、同様のことが言えるだろう。中退を防ぐという観点に加えて、生徒の社会
的自立の支援という観点、あるいは社会不適応の予防というより広く長い観点から、高校
中退予防を捉え直すことが必要であると考えられる。
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